
笠間市の給与・定員管理等について 
 

【公表内容は，総務省の公表様式に基づくものです。】 

１ 総括 
 
(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 
（２１年度末） 

歳出額 
Ａ

実質収支 人件費 
Ｂ

人件費率 
B／A 

（参考） 
20 年度の人件費率 

２１年度 人 
80,374 

千円

27,694,993 
千円

663,416 
千円

5,893,057 
％ 

21.3 
％

22.5 
※1 人件費には，特別職に支給される給料，報酬などを含みます。また，事業費支弁に係る職員分を 

含みます。 
２ 実質収支とは，歳入から歳出を差し引いた収支から，翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いたも

のです。 
 
(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給  与  費 
区 分 職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人あたりの

給与費 B／A 
(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

２１年度 人 
678 

千円 
2,606,472 

千円

379,216 
千円

967,847 
千円

3,953,535 
千円 

5,831 
千円

6,119 
※１ 職員手当には，退職手当を含みません。 
２ 給与費は，一般職(市長・副市長・教育長除く)の職員に係る決算額で，事業費支弁に係る職員分

を含んでおります。 
３ 職員数は，平成２１年４月１日現在の一般職(市長・副市長・教育長除く)の職員数です。 

 
(3) 特記事項 
  ・平成１８年３月１９日に笠間市，友部町，岩間町，友部･笠間広域下水道組合，笠間地方広域事

務組合(広域斎場除く)が合併いたしました。 
   
(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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笠間市 類似団体平均 全国市平均

(H17)
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　98.3

(H17)
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　98.0

（H17）

　97.0

（H22）

　97.7
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（H22）

　98.8

（H22）
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※１ 直近のもの及び 5 年前のものについて表示しています。平成 17 年は合併前のため，旧笠間

市・旧友部町・旧岩間町を掲載しております。 
２ ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準

を示す指数です。 
３ 類似団体平均とは，人口規模，産業構造が本市と類似している団体のラスパイレス指数を単

純平均したものです。 
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２ 一般行政職給料表の状況（２２年４月１日現在） 
（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

最高号給の 

給料月額 
243,700 309,400 356,600 390,500 403,000 425,100 459,100

 （注）給料月額は，給与抑制措置を行う前のものである。 

 
 
３ 職員の平均給与月額，初任給等の状況（公営企業職を除く） 
 
(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在） 
 
① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
（国ベース） 

笠間市 44 歳 3 月 339,700 円 392,500 円 359,354 円 

茨城県 43 歳１月 344,058 円 421,931 円 378,105 円 

国 41 歳９月 325,579 円 － 395,666 円 

類 似 
団 体 43 歳８月 335,606 円 394,618 円 366,140 円 

※ 公営企業職とは，水道事業及び病院事業に従事する職員をいいます。また， 一般行政職とは，税 
務職，福祉職，消防職，技能労務職，教育職などに該当しない職員をいいます。 

 
② 技能労務職 

公 務 員 民 間 参

考

区 分 
平均年齢 職員数

平均給料 
月額 

平均給与 
月額（A）

平均給与 
月額（国ベ

ース） 

対応する民

間の類似職

種 
平均年齢 平均給与月

額（B） A/B

笠間市 51.3 歳 53 人 286,600 円 305,600 円 298,000 円 ― ― ― ―

うち 
給食調

理員 
52.4 歳 22 人 288,600 円 294,300 円 293,700 円 調理士 44.3 歳 249,300 円 1.2

うち 
用務員 56.1 歳 6 人 294,400 円 303,800 円 303,500 円 用務員 53.8 歳 213,600 円 1.4

主
な
職
種 

うち 
運転手 45.5 歳 7 人 283,600 円 353,900 円 318,000 円

自家用自動

車運転手 53.9 歳 245,400 円 1.4

茨城県 48 歳 6 月 450 人 342,945 円 390,690 円 369,558 円 ― ― ― ―

国 49 歳 3 月 3955人 284,514 円 ― 322,291 円 ― ― ― ―

類似団体 48 歳 7 月 49 人 312,374 円 342,512 円 328,520 円 ― ― ― ―
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参 考 
年収ベース（試算値）の比較 

 
 

区 分 
 
 

公務員 
（C） 

民間 
（D） C/D 

笠間市 5,120,000 円  ―    円 ― 

うち 
給食調理員 4,907,800 円 3,452,400 円 1.4 

うち 
用務員 5,120,900 円 3,008,200 円 1.7 

 

うち 
運転手 5,695,900 円 3,319,000 円 1.7 

 

※１ 民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 

２ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態等の点において完

全に一致しているものではありません。 

３ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を１２倍し

たものに公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年度に支給され

た年間賞与の額を加えた試算値です。 
 
③ 教育職（幼稚園教諭） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

笠 間 市 42 歳 4 月 307,400 円 323,268 円 
茨 城 県 45 歳 0 月 392,714 円 441,586 円 
類似団体 43 歳 3 月 330,615 円 356,088 円 

 
④ 消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 
（国ベース） 

笠 間 市 41 歳 6 月 335,900 円 395,378 円 360,073 円 

国
※ 41 歳 3 月 318,139 円 － 369,610 円 

類似団体 39 歳 8 月 308,812 円 376,327 円 340,607 円 
※ 公安職 
※１ 「平均給料月額」とは，平成２２年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 
２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住居手当，時間外勤務手当などの

諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

また，「平均給与月額(国ベース)」は，国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当等の手当が含

まれていないことから，比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。 
 
(2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 

区  分 笠間市 茨城県 国 

大学卒 172,200 円 172,200 円 172,200 円 
一般行政職 

高校卒 140,100 円 140,100 円 140,100 円 
高校卒 137,200 円 135,600 円 － 

技能労務職 
中学卒 121,600 円 129,200 円 － 
大学卒 197,200 円 － － 

消防職 
高校卒 158,100 円 － － 
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 
区  分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

大学卒 278,200 円 314,600 円 338,900 円 
一般行政職 

高校卒 － 278,500 円 313,800 円 
高校卒 － 247,800 円 － 

技能労務職 
中学卒 － － － 
大学卒 － － － 

消防職 
高校卒 266,600 円 292,900 円 336,000 円 

 
４ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 主事，主事補 18 人 4.0％ 

２ 級 主事 16 人 3.5％ 

３ 級 係長，主幹 219 人 48.2％ 

４ 級 主査 88 人 19.4％ 

５ 級 課長補佐，施設長 55 人 12.1％ 

６ 級 課長，副参事 47 人 10.4％ 

７ 級 部長，参事 11 人 2.4％ 
※１ 笠間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

１級 4.0% １級 2.9% １級 2.2%
２級 2.0% ２級 3.9%

３級 48.2% ３級 51.4% ３級 51.7%

４級 19.4% ４級 19.0% ４級 17.0%

５級 12.1% ５級 12.1% ５級 12.7%

６級 10.4% ６級 10.0% ６級 9.4%

７級 2.6% ７級 3.1%

２級 3.5%

７級 2.4%
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 (2) 昇給等への勤務成績の反映状況 

笠間市では，平成１８年度に人事評価制度の試行を実施しています。平成１９年度から全

職員を対象に本格導入を行い，平成２０年度から人事評価結果を昇給数及び勤勉手当成績率

に反映させています。 

 
 
５ 職員の手当の状況（公営企業職を除く） 
 
(1) 期末手当・勤勉手当 

笠間市 茨城県 国 

１人あたり平均支給額（２１年度） 
1,479 千円 

１人あたり平均支給額（２１年度）

1,799 千円 － 

（２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 
2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分     (0.70) 月分 

（２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 
2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分     (0.70) 月分 

（２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 
2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分     (0.70) 月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階，職務の級等による加

算措置 
・役職加算  5～15 ％ 

 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階，職務の級等による加

算措置 
・役 職 加 算  5～20 ％ 
・管理職加算 15～25 ％ 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階，職務の級等による加

算措置 
・役 職 加 算  5～20 ％ 
・管理職加算 10～25 ％ 

※１ （ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 
２ 笠間市では，人事評価結果に基づき勤勉手当成績率を決定しています。 

 
(2) 退職手当（平成２２年４月１日現在） 

笠間市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 

勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 

勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 
・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算）

・退職時特別昇給制度 なし 
・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算）

１人あたり 
平均支給額 8,952 千円  22,613 千円   

※ 退職手当の１人あたり平均支給額は，前年度に退職した全職種(公営企業職を除く)に係る職員に 
支給された平均額です。 
 

(3) 地域手当（平成２２年４月１日現在） 
 

笠間市では支給しておりません。 
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(4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 
 支給実績（２１年度決算） 3,837 千円

 支給職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） 16 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 32.1％
 手当の種類（手当数） 14 種

「笠間市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する 
支給単価 

滞納整理従事手当 
納税課，保険年金課，高齢福

祉課，下水道課等に勤務する

職員 

市税等の滞納整理に関する現業に従

事するため出張したとき 日額 200 円 

感染症防疫作業手

当 右記業務に従事した職員 
感染症病原体の付着した物件，もしく

は付着の危険がある物件（家畜等）の

処理（防疫）作業に従事したとき 
日額 200 円 

植物防疫作業手当 右記業務に従事した職員 
植物防疫作業，またはその指揮監督を

行う者が特に身体に危害を受けるお

それのある業務に従事したとき 
日額 200 円 

社会福祉業務手当 福祉事務所（社会福祉課）等

に勤務する職員 

① 社会福祉法第 15 条第 3 項及び第

4 項に規定する業務 
② 身体障害者福祉法第 9 条第 3 項

に規定する業務 
③ 知的障害者福祉法第 9 条第 3 項

に規定する業務 
④ 老人福祉法第 6 条に規定する業務

など，調査及び面接相談等の業務に従

事するため出張したとき 

日額 200 円 

精神保健業務手当 
保健センター等に勤務する

職員 

精神保健及び精神障害者福祉に関す 
る法律第 47 条第 4 項に規定する業 
務などに従事したとき 

日額 200 円 

行旅病人，同死亡

人及び変死人処理

従事手当 

福祉事務所（社会福祉課）等

に勤務する職員 
行旅病人，同死亡人，または変死人の

処理に従事したとき 

行旅病人 
1 件  500 円 

行旅死亡人または変死人

1 件 3,000 円 

動物死体処理手当 
環境保全課，生活課に勤務す

る職員 
動物死体の処理に従事したとき 日額 500 円 

夜間看護手当 市立病院に勤務する看護師 

正規の勤務時間による勤務の一部，ま

たは全部として，深夜において行われ

る看護等の業務に従事したとき 

1 回につき 

4 時間以上 3,300 円

2 時間以上 2,900 円

2 時間未満 2,000 円

医師研究手当 市立病院に勤務する医師 
公衆衛生に関する調査研究の業務に

従事したとき 
月 85 万円以内 

放射線取扱手当 
市立病院に勤務する放射線

技師 

エックス線撮影，もしくは透視の（補

助）業務に従事したとき 

エックス線撮影，もし

くは透視料金の固定

点数の 100 分の 3 
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感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療，または介助，もし

くは感染症病原体の付着した物体の

処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

災害防ぎょ手当 消防職員 
消火作業，水防作業，排水作業及び危

険物等の排除作業に従事したとき 
1 回 250 円 

救急業務手当 消防職員 
消防法第2条第9項の規定による業務

に従事したとき 

救急救命士 
1 回 510 円 

その他の救急隊員 
1 回 300 円 

救助活動手当 消防職員 

救助活動に関する基準(昭和62年消防

庁告示第 3 号)第 2 条の規定による活

動に従事したとき 

1 回 250 円 

※１ 特殊勤務手当につきましては，平成 18 年・20 年のそれぞれ 4 月 1 日に見直しをしております。 
２ 夜間看護手当，医師研究手当，放射線取扱手当，感染症接触手当については，「７ 公営企業職

員の状況（病院事業）」にも掲示しています。 
 
(5) 時間外勤務手当 
支給実績（２１年度決算） 119,756 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） 163 千円 

支給実績（２０年度決算） 124,918 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２０年度決算） 188 千円 

 
(6) その他の手当（２２年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容

支給実績 

(21 年度決算) 

支給職員１人あたり

平 均 支 給 年 額

(21 年度決算） 

管理職手当 

管理，または監督の地位にある職員の

うち規則で指定する以下の役職に，時

間外勤務手当制度になじまないよう

なその職務の特殊性に基づいて支給 

 ・部 長 67,000 円 

 ・参 事 58,000 円 

 ・課 長 42,000 円 

 ・副参事 42,000 円 

 ・施設長 24,000 円 など 

同じ － 38,403 千円 462,687 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外の扶養親族    

1 人につき 6,500 円 
（配偶者がいない場合は，そのうち 1

人につき 11,000 円） 

※扶養親族である子のうち満 16 歳の

年度始めから満 22 歳の年度末まで

の子１人につき 5,000 円を加算 

同じ － 103,565 千円 256,349 円

7 



・借家の場合 

月額 12,000 円を超える家賃を

払っている職員に支給 

①23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

②23,000 円超の家賃の場合 
 {(家賃額－23,000 円)÷2＋11,000 円

   16,000 円が限度 

同じ － 

住居手当 

・自宅の場合 

新築又は購入から５年を経過し

ていない世帯主である職員に支給

月額 2,500 円 

 ※平成 21 年 12 月 1 日廃止 

同じ － 

23,091 千円 200,791 円

通勤手当 

通勤距離が片道２km 以上あり，交

通機関等や自動車等を使用するこ

とを常例とする職員に支給 

①電車,バス等交通機関利用の場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

②自動車等，交通用具利用の場合

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 35,617 千円 55,220 円

単身赴任手

当 

公署を異にする異動等に伴い転居し，

やむを得ない事情により配偶者と別

居し，単身で生活することを常況とす

る職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － 348 千円  ━ 円

休日勤務手

当 

祝日法による休日及び年末年始の休

日(代休を指定されたときは休日に代

わる代休日)における正規の勤務時間

中に勤務した職員に支給 

・１時間あたりの給料額×135/100

同じ － 36,714 千円 346,358 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として深夜( 午後

10 時から翌日の午前 5 時) に勤

務した職員に支給 

・１時間あたりの給料額×25/100

同じ － 9,988 千円 94,226 円

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした職員に支給 

１回あたり 4,200 円 

（勤務時間 5 時間未満 2,100 円） 

同じ － 3,083 千円 9,176 円

管理職特別

勤務手当 

管理職手当支給対象職員が臨時又

は緊急の必要等で週休日又は休日

に勤務した場合に支給 

１勤務あたり 

 ・部長,参事  8,000 円 

 ・課長,副参事 6,000 円 

 ・施設長    4,000 円 

同じ － 408 千円 ━ 円

8 



６ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 
区  分 給 料 月 額 等 

 （参考）類似団体における最高／最低額

市 長 720,000
注 1

 ( 900,000 ) 円 992,000 円 ／ 500,000 円 

副市長 684,000
注 1

  ( 720,000 ) 円 804,000 円 ／ 395,000 円 

給 
 

料 

収入役 － 651,000 円 ／ 579,000 円 

議  長 460,000 円 690,000 円 ／ 359,000 円 

副 議 長 425,000 円 620,000 円 ／ 295,000 円 

議  員    400,000 円 560,000 円 ／ 267,600 円 

   

報 
 

酬 

   
市 長 
副市長 

 

（平成２１年度支給割合） 
3.10 月分 【役職加算(15%)】 期 

末 
手 
当 

議 長 
副議長 
議 員 

（平成２１年度支給割合） 
3.10 月分 【役職加算(15%)】 

 （算定方式）  （１期の手当額） （支給時期） 

市 長 
 
給料月額×在職年数 (９捨１０入 ) 
〔５５０／１００(年)〕 

19,800,000 円 任期ごと 

副市長 
 
給料月額×在職年数 (９捨１０入 ) 
〔３１０／１００(年)〕 

8,928,000 円 任期ごと 

退 
職 
手 
当 

備 考  
※ 給料及び報酬の（  ）内は，減額措置を行う前の金額です。 

退職手当の欄（１期の手当額）は，平成２２年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期 
（４年＝４８月）勤務した場合における退職手当の見込額です。 

 
※ 市長は平成 18 年 7 月 1 日より給料の 20％，副市長は平成 20 年 4 月 1 日から給料の 5％をそれぞ

れ減額しております。 
   

9 



10 

７ 公営企業職員の状況 
 
○水道事業 
 
① 職員給与費の状況 
ア 決算 

区 分 総費用 
A 純損益又は実質収支

職員給与費 
B

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／A 

（参考）平成 18 年度

総費用に占める 
職員給与費比率 

２１年度 千円

1,659,846 
千円

61,995 
千円

129,555 
％ 

7.8 
％

8.2 
※ 職員給与費には，資本勘定支弁職員分を含みます。 
 

給  与  費 
区 分 職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人あたりの

給与費 B／A 
(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

２１年度 人 
18 

千円 
75,773 

千円

9,025 
千円

28,308 
千円

113,106 
千円 

6,284 
千円

6,567 
※１ 職員手当には退職給与金を含みません。 
２ 給与費は，一般職の職員に係る決算額で，資本勘定支弁職員分を含みます。 
３ 職員数は，平成２１年４月１日現在の一般職の職員数です。（工業用水道会計分職員 1 名を除い

ています。） 
 
② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠 間 市 45 歳 6 月 361,469 円 523,639 円 

団体平均 45 歳 6 月 366,719 円 546,495 円 

※１「基本給」とは，給料と扶養手当を合計したものです。 
２「平均月収額」には，期末・勤勉手当等を含みます。 
３「団体平均」とは，政令指定都市を除く全国市町村の平均です。 

 
③ 職員の手当の状況 
ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市 笠間市（公営企業職を除く職員） 
１人あたり平均支給額（平成２１年度） 

1,573 千円 
１人あたり平均支給額（平成２１年度） 

1,476 千円 

（平成２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 

2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分      (0.70) 月分 

（平成２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 

2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分      (0.70) 月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階，職務の級等による加算措置 
・役職加算  5～15 ％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階，職務の級等による加算措置 
・役職加算  5～15 ％ 

※ （  ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（２２年４月１日現在） 
笠間市 笠間市（企業職・病院職員を除く職員） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 

勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 

勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 
・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算）

・退職時特別昇給制度 なし 
・定年前早期退職特例措置（2%～20% 加算）

１人あたり 
平均支給額 ━ ━ １人あたり 

平均支給額 8,952 千円  22,533 千円 

※ 退職手当の１人あたり平均支給額とは，前年度に退職した企業職に係る職員に支給された平均額と

なりますが，今回は対象者がいないため掲載は省略させていただきます。 
 
ウ  地域手当（平成２２年４月１日現在） 
 

笠間市では支給していません。 
 
エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 
 支給実績（平成２１年度決算） ━ 円

 支給職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） ━ 円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） ━ ％

 手当の種類（手当数） 1 種

 １「笠間市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当（企業職員のみ） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する 
支給単価 

滞納整理従事手当 水道課に勤務する職員 市税等の滞納整理に関する現業に従

事するため出張したとき 日額 200 円 

※ 特殊勤務手当につきましては，平成 18 年・20 年のそれぞれ 4 月 1 日に見直しをしております。 
 
オ 時間外勤務手当 
支給実績（２１年度決算） 4,275 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） 238 千円 

支給実績（２０年度決算） 2,354 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２０年度決算） 124 千円 

※ 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。  
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カ その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(21 年度決算) 

支給職員１人あたり

平 均 支 給 年 額

(21 年度決算） 

管理職手当 

管理，または監督の地位にある職員の

うち規則で指定する以下の役職に，時

間外勤務手当制度になじまないよう

なその職務の特殊性に基づいて支給 

 ・部 長 67,000 円 

 ・参 事 58,000 円 

 ・課 長 42,000 円 

 ・副参事 42,000 円 

 ・施設長 24,000 円 など 

同じ － 1,182 千円 590,992 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外の扶養親族    

1 人につき 6,500 円 
（配偶者がいない場合は，そのうち 1

人につき 11,000 円） 

※扶養親族である子のうち満 16 歳の

年度始めから満 22 歳の年度末まで

の子１人につき 5,000 円を加算 

同じ － 2,304 千円 256,000 円

・借家の場合 

月額 12,000 円を超える家賃を

払っている職員に支給 

①23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

②23,000 円超の家賃の場合 
 {(家賃額－23,000 円)÷2＋11,000 円

   16,000 円が限度 

同じ － 

住居手当 

・自宅の場合 

新築又は購入から５年を経過し

ていない世帯主である職員に支給

月額 2,500 円 

 ※平成 21 年 12 月 1 日廃止 

同じ － 

324 千円 324,000 円

通勤手当 

通勤距離が片道２km 以上あり，交

通機関等や自動車等を使用するこ

とを常例とする職員に支給 

①電車,バス等交通機関利用の場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

②自動車等，交通用具利用の場合

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 940 千円 55,294 円
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単身赴任手

当 

公署を異にする異動等に伴い転居し，

やむを得ない事情により配偶者と別

居し，単身で生活することを常況とす

る職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として深夜( 午後

10 時から翌日の午前 5 時) に勤

務した職員に支給 

・１時間あたりの給料額×25/100

同じ － ━ 千円 ━ 円

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした職員に支給 

１回あたり 4,200 円 

（勤務時間 5 時間未満 2,100 円） 

同じ － ━ 千円 ━ 円

管理職特別

勤務手当 

管理職手当支給対象職員が臨時又

は緊急の必要等で週休日又は休日

に勤務した場合に支給 

１勤務あたり 

 ・部長，参事  8,000 円 

 ・課長，副参事 6,000 円 

 ・施設長    4,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

 
 
○病院事業 
 
① 職員給与費の状況 
ア 決算 

区 分 総費用 
A 純損益又は実質収支

職員給与費 
B

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／A 

（参考）平成 18 年度

総費用に占める 
職員給与費比率 

２１年度 千円

479,095 
千円

△16,347 
千円

181,756 
％ 

37.9 
％

39.5 
 

給  与  費 
区 分 職員数 

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

Ｂ

一人あたりの

給与費 B／A 
(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

２１年度 人 
26 

千円 
97,844 

千円

26,604 
千円

35,822 
千円

160,270 
千円 

6,164 
千円

6,852 
※１ 職員手当には退職給与金を含みません。 
２ 職員数は，平成２１年４月１日現在の職員数です。 

 
② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

笠 間 市 4３歳７月 319,446 円 513,687 円 

団体平均 4０歳１月 329,831 円 568,963 円 

※１「基本給」とは，給料と扶養手当を合計したものです。 
２「平均月収額」には，期末・勤勉手当等を含みます。 
３「団体平均」とは，政令指定都市を除く全国市町村の平均です。 
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③ 職員の手当の状況 
ア 期末手当・勤勉手当 

笠間市 笠間市（公営企業職を除く職員） 
１人あたり平均支給額（２１年度） 

1,378 千円 
１人あたり平均支給額（２１年度） 

1,476 千円 

（２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 

2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分      (0.70) 月分 

（２１年度支給割合） 
期末手当    勤勉手当 

2.75 月分     1.4 月分 
(1.5)月分      (0.70) 月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階，職務の級等による加算措置 
・役職加算  5～15 ％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階，職務の級等による加算措置 
・役職加算  5～15 ％ 

※ （  ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 
 
イ 退職手当（２２年４月１日現在） 

笠間市 笠間市（企業職・病院職員を除く職員） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 勤続２０年 23.5 月分   30.55 月分 

勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 勤続２５年 33.5 月分   41.34 月分 

勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 勤続３５年 47.5 月分   59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 最高限度額 59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置 その他の加算措置 
・定年前早期退職特例措置（2%～30% 加算）

・退職時特別昇給制度 なし 
・定年前早期退職特例措置（2%～30% 加算）

１人あたり 
平均支給額 － － 千円 １人あたり 

平均支給額 8,952 千円  22,533 千円 

※ 退職手当の１人あたり平均支給額とは，前年度に退職した企業職に係る職員に支給された平均額と

なりますが，今回は対象者がいないため掲載は省略させていただきます。 
 
ウ  地域手当（平成２２年４月１日現在） 

笠間市では支給していません。 
 
エ 特殊勤務手当（２２年４月１日現在） 
 支給実績（２１年度決算） 8,467 千円

 支給職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） 446 千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 73.1％
 手当の種類（手当数）   3 種 

 １「笠間市職員の特殊勤務手当に関する条例」に基づく特殊勤務手当（企業職員のみ） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する 
支給単価 

 夜間看護手当 看護師・准看護師 
正規の勤務時間による勤務の一部又

は全部が深夜において行われる看護

等の業務に従事したとき 

1 回につき 

4 時間以上 3,300 円 

2 時間以上 2,900 円 

2 時間未満 2,000 円 
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 医師研究手当 医 師 公衆衛生に関する調査研究の業務に

従事したとき 月 85 万円以内 

 放射線取扱手当 放射線技師 
エックス線撮影若しくは透視の業務

に従事したとき及びこれらの補助業

務に従事したとき 

エックス線撮影，もしく

は透視料金の固定点数

の 100 分の 3 

感染症接触手当 市立病院に勤務する職員 

感染症患者の診療，または介助，も

しくは感染症病原体の付着した物体

の処理作業に従事したとき 

日額 50 円 

 
オ 時間外勤務手当 
支給実績（２１年度決算） 4,509 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２１年度決算） 196 千円 

支給実績（２０年度決算） 3,880 千円 

職員１人あたり平均支給年額（２０年度決算） 169 千円 

※ 時間外勤務手当には，休日勤務手当も含んでいます。  
 
カ その他の手当（平成２１年３月３１日現在） 

手当名 内容及び支給単価（月額） 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と 

異なる内容

支給実績 

(20 年度決算) 

支給職員１人あたり

平 均 支 給 年 額

(20 年度決算） 

管理職手当 

管理，または監督の地位にある職員の

うち規則で指定する以下の役職に，時

間外勤務手当制度になじまないよう

なその職務の特殊性に基づいて支給 

 ・院 長  100,000 円 

 ・事務局長  42,000 円 

 ・看護師長  24,000 円 

同じ － 1,642 千円 547,200 円

扶養手当 

他に生計の途がなく主として職員

の扶養を受けている扶養親族のあ

る職員に支給 

・配偶者 13,000 円 

・配偶者以外の扶養親族    

1 人につき 6,500 円 
（配偶者がいない場合は，そのうち 1

人につき 11,000 円） 

※扶養親族である子のうち満 16 歳の

年度始めから満 22 歳の年度末まで

の子１人につき 5,000 円を加算 

同じ － 1,823 千円 303,833 円

・借家の場合 

月額 12,000 円を超える家賃を

払っている職員に支給 

①23,000 円以下の家賃の場合 

 {家賃額－12,000 円} 

②23,000 円超の家賃の場合 
 {(家賃額－23,000 円)÷2＋11,000 円

   16,000 円が限度 

同じ － 

住居手当 

・自宅の場合 

新築又は購入から５年を経過し

ていない世帯主である職員に支給

月額 2,500 円 

 ※平成 21 年 12 月 1 日廃止 

同じ － 

20 千円 20,000 円
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通勤手当 

通勤距離が片道２km 以上あり，交

通機関等や自動車等を使用するこ

とを常例とする職員に支給 

①電車,バス等交通機関利用の場合 

発行されている最長通用期間の

定期券の額 

月額 55,000 円を上限 

②自動車等，交通用具利用の場合

 通勤距離により 

 月額  2,000 円 ～ 24,500 円 

③①及び②併用者 

 月額 55,000 円を上限 

同じ － 525 千円 37,464 円

単身赴任手

当 

公署を異にする異動等に伴い転居し，

やむを得ない事情により配偶者と別

居し，単身で生活することを常況とす

る職員に支給 

月額 23,000 円＋加算額 

 加算額は，交通距離により 

 月額  6,000 円 ～ 45,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間として深夜( 午後

10 時から翌日の午前 5 時) に勤

務した職員に支給 

・１時間あたりの給料額×25/100

同じ － 1,859 千円 123,924 円

宿日直手当 宿直又は日直勤務をした職員（医師）

に支給  １回あたり 20,000 円 
同じ － 7,580 千円 3,790,000 円

管理職特別

勤務手当 

管理職手当支給対象職員が臨時又

は緊急の必要等で週休日又は休日

に勤務した場合に支給 

１勤務あたり 

 ・部長，参事  8,000 円 

 ・課長，副参事 6,000 円 

 ・施設長    4,000 円 

同じ － ━ 千円 ━ 円
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８ 職員数の状況（公営企業職を含む） 
 
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

単位：人 
職 員 数 区分 

部門 平成２１年 平成２２年

対前年 
増減数 主 な 増 減 理 由 

議 会 
総 務 
税 務 
労 働 

農林水産 
商 工 
土 木 
民 生 
衛 生 

7 
135 
39 
－ 
38 
15 
69 
89 
49 

7
134
40
－

39
15
65
87
48

0
△1

1
－

1
0

△4
△2
△1

 

（一般行政） 
計 441 435 △6

＜参考＞ 
人口 1,000 人あたりの職員数 5.41 人 

（類似団体人口 1,000 人あたりの職員数 5.77 人） 

教
注 1

 育 107 100 △7  

消 防 131 127 △4  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小計 679 662 △17
＜参考＞ 

人口 1,000 人あたりの職員数 8.24 人 
（類似団体人口 1,000 人あたりの職員数 8.76 人） 

病 院 
水 道 
交 通 
下水道 
その他 

 
26 
19 
－ 
22 
32 

 

26
18
－

21
35

0
△1
－

△1
3

 
 
 
 

公
営
企
業
等
会
計
部
門 小計 99 100 1

合  計 778 
[868] 

762
[868]

△16 ＜参考＞ 
 人口 1,000 人あたりの職員数 9.48 人 

※１ 職員数は，一般職に属する職員数で，地方公務員の身分を保有する休職者や派遣職員などを含み， 
臨時職員又は非常勤職員を除いております。 

 ２ ［  ］内は，条例定数の合計です。 
３ 「教育」の職員数は教育長 1 名を含んでおります。 

   
 
 
 
 
 
 
 



(2) 年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在） 

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

21.0

20
歳
未
満

20
|

23

24
|

27

28
|

31

32
|

35

36
|

39

40
|

43

44
|

47

48
|

51

52
|

55

56
|

59

60
歳
以
上

％

平成２１年の構成比

平成２０年の構成比

 
 
 

 
区分 

20 歳 
未満 

20 歳 

～  
23 歳 

24 歳 

～  
27 歳 

28 歳 

～  
31 歳 

32 歳

～  
35 歳

36 歳

～  
39 歳

40 歳

～  
43 歳

44 歳

～  
47 歳

48 歳

～  
51 歳

52 歳 
～  

55 歳 

56 歳 

～  
59 歳 

60 歳

以上
計 

職員数 
人 

1 

人 

14 

人 

30 

人 

51 

人

92 

人

103 

人

87 

人

76 

人

79 

人 

152 

人 

76 

人

1 

人

762

 
 
(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況（各年４月１日現在） 

（単位：人・％）  
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部門別  １７年 
計画始期 

１８年 
１年目 

１９年 
２年目 

２０年 
３年目 

２１年 
４年目 

２２年 
５年目 

過去５年間 
の増減数（率）

一般行政 466 475 466 451 441 435 △31 (93.3％)

教育 136 124 113 111 106 100 △36 (73.5％)

消防 128 132 127 129 131 127 △1 (99.2％) 
普通会計計 730 731 706 691 678 662 △68 (90.7％)

公営企業等会計計 118 96 95 100 99 100 △18 (84.7％)

総合計 848 827 801 791 777 762 △86 (89.9％)

年 度 
部門別 

※１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
  ２ 合併した団体にあっては，合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数です。 
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９ 勤務成績の評定の状況 
笠間市の人事評価は，平成１９年４月から全ての職員を対象に実施し，評価は，担当職務の達成度

を判断する「実績」，日常の職務遂行を通じて発揮された「能力」，日常の職務に対する意欲などをみ

る「態度」の３つの評価項目からなり，５段階絶対評価によって判断します。 

この３つの評価項目には，職種や職位に応じて評価要素ごとの基本的なポイントや期待し求められ

る行動例を定めました。これは，評価者にとっては，より分析的かつ多面的で被評価者の職責に応じ

てバラツキの抑えた評価が行えるように，また被評価者にとっては努力目標として活用できるように

との趣旨で設定しました。 

評価者は，これらの基準により，被評価者との間で相談の上決定される職務内容シートの達成状況

から実績評価を，また日常の勤務状況などの評価を行います。 

また，この制度は，職員を評価し処遇に反映するだけにとどまらず，結果をフィードバックすること

により職員の能力向上を図り，人材育成・活用を推進する「人材育成型の人事評価制度」として構築

がなされています。 

このフィードバックの方法として「中間フォロー面談」「評価育成面談」を実施します。「中間フォ

ロー面談」は，年度途中での進捗状況の把握，加えて着眼点を踏まえた役割遂行が行われるよう，対

策・立案・検討・指導を随時実施します。「評価育成面談」は年度実績の確認さらに適切な助言や指

導により部下の能力開発や育成を促進させるため毎年２月から３月の間に実施しています。 

 
 
１０ 職員研修の実施状況 
 笠間市では，平成１８年に策定した「笠間市職員人材育成基本方針」に基づき職員の人材育成のため

の施策を実施しています。その施策の一つとして職員研修がありますが，平成２２年度については，基

本研修，特別研修，派遣研修に分け次のとおり実施しました。 
 
(１) 基本研修 

研 修 名 対 象 者 受講者数（人） 

組織マネジメント研修 課長，課長補佐，主査 １８３ 

論理的思考能力育成研修 係長 ７９ 

管理者向けの危機管理研修 課長補佐，中隊長以上 １４７ 

一般職向けの公務員倫理研修 主査，副中隊長以下 ５１１ 

接遇・コミュニケーション研修 主事等 ７９ 

新規採用職員研修 新規採用職員 １５ 
 
(２) 特別研修 

研 修 名 対 象 者 受講者数（人） 

新規評価者研修 新規評価者となる職員 ３１ 

人事評価研修 評価者となる職員 ２５２ 

政策形成実務研修 係長、主幹級の職員のうち希望

者及び所属長の推薦者 １０ 

地方自治研究講演会 全職員 ２２０ 

パワーハラスメント研修 消防職員 １２２ 

語学力スキルアップ研修（E ラーニング） 希望職員 ３ 
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(３) 派遣研修 
研 修 名 対 象 者 受講者数（人） 

茨城県自治研修所 希望者又は指定された職員 １１５ 

市町村職員中央研修所 希望職員 ６ 

全国市町村国際文化研修所 希望職員 １ 

その他の研修機関 希望職員 ２ 
 


